
 

 新潟県買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、地域の買い物環境の向上を図るため、新規又は事業の多角化や新事業展開等に

よって買い物支援事業に取り組む事業主体に対し、市町村が必要な経費を補助する場合、当該

市町村に対し予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、新潟県

補助金等交付規則（昭和 32 年新潟県規則第７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

この要綱に定めるところによる。 

 

（間接補助事業者） 

第２条 補助する事業主体（以下「間接補助事業者」という。）は、次の各号のいずれかに該当す

るものとする。 

（１）商店街振興組合又は同連合会 

（２）事業協同組合、同小組合又は同連合会 

（３）商工会又は同連合会 

（４）商工会議所、商店街組合 

（５）商工組合又は同連合会 

（６）共同出資会社 

（７）特定会社 

（８）第三セクター 

（９）一般社団法人、一般財団法人 

（10）特定非営利活動法人 

（11）社会福祉法人 

（12）生活協同組合、農業協同組合、漁業協同組合 

（13）民間事業者 

 

（交付の対象） 

第３条 この補助金の交付対象は、市町村が間接補助事業者の行う別表１に掲げる事業に対して

補助する事業に必要な経費であって、別表２に掲げる補助対象経費のうち、知事が必要かつ適

当と認めるもの（以下「補助対象経費」という。）とする。 

 

（補助金の額） 

第４条 知事が市町村に交付する補助金の額は、次の各号又は 100 万円のいずれか低い額とする。 

（１） 市町村が間接補助事業者に補助する額の２分の１以内であって、補助対象経費の３分

の１以内。 

（２） 間接補助事業者が国庫補助を受けて行う事業の場合は、補助対象経費から国庫補助額

を除いた額のうち、市町村が間接補助事業者に補助する額の２分の１以内であって、補

助対象経費の３分の１以内。 

２ 前項で算定した補助額に千円未満の端数が生じた場合は、当該端数を切り捨てるものとする。 

 

（交付申請） 

第５条 規則第３条第１項の規定による補助金の交付申請は、別記第１号様式により行うものと

し、知事が別に定める日までに提出しなければならない。 

２ 市町村長は交付申請をするにあたって、当該補助金に係る補助対象経費に含まれる消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のう

ち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる

部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）の規定による地方消費税法の税

率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）相当額のうち、消



 

費税法の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た

金額（以下「消費税仕入控除税額」という。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、

申請時において当該消費税仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

 

（交付決定） 

第６条 知事は、市町村長から前条第１項の規定による補助金の交付申請があったときは、その

内容を審査の上交付決定を行い、当該市町村長に対し、別記第２号様式により通知するものと

する。 

２ 知事は、補助金の適正な執行を行うため必要と認めたときは、申請に係る事項について修正

を加え又は第７条に規定する条件以外の条件を付して、交付の決定をすることができる。 

 

（交付の条件） 

第７条 この補助金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付するものとする。 

（１） 経費の配分の変更（第 10 条第１項に定める軽微な変更を除く。）をする場合には、知

事の承認を受けること。 

（２） 事業の内容を変更（第 10 条第２項に定める軽微な変更を除く。）する場合には、知事

の承認を受けること。 

（３） 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けること。 

（４） 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速や

かに知事に報告してその指示を受けること。 

（５） 第 14 条第２項なお書により、別記第８号様式による報告がなされた場合には、補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全額又は一部を返還させるものであ

ること。 

（６） 間接補助事業者が、間接補助事業（補助金の交付の対象となる事業をいう。以下同じ。）

により取得し、又は効用の増加した財産を、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸し付け、又は担保に供する行為（以下「取得財産等の処分」という。）を

行なう場合は、市町村長は、規則第 19 条に定めるところにより、あらかじめ知事の承認

を受けること。この場合において、間接補助事業者が取得財産等の処分をすることによ

り収入があるときは、その収入の全部又は一部を県に納付させることがあること。 

（７） 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を５年間

保管しておくこと。 

（８） 事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行うこと。 

（９） 市町村長が、間接補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合には、補助金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがあること。 

（10）  市町村長が、補助金の交付の決定の内容又は規則若しくはこの要綱に違反したときは、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがあること。 

 

（申請の取り下げ） 

第８条 第６条の規定による交付決定を受けた市町村長は、交付決定の内容又はこれに付された

条件に不服があり申請を取り下げる場合には、補助金交付決定通知を受けた日から 20 日以内に、

別記第３号様式による申請取下げ書を知事に提出しなければならない。 

 

（変更の承認申請） 

第９条 第７条第１号又は第２号の規定により知事の承認を受けようとする場合には、あらかじ

め別記第４号様式による事業変更承認申請書を知事に提出しなければならない。 

 

（軽微な変更の範囲） 

第 10 条 第７条第１号に規定する軽微な変更は、別表２に定める「対象経費区分」の節間におい



 

て、いずれか低い額の 20 パーセント以内の増減であって、補助対象経費の合計額に変更がない

ものとする。 

２ 第７条第２号に規定する軽微な変更は、事業計画の細部の変更とする。 

 

（事業の中止又は廃止の承認申請） 

第 11 条 第７条第３号の規定により知事の承認を受けようとする場合には、別記第５号様式によ

る事業補助金中止（廃止）承認申請書を知事に提出しなければならない。 

 

（事業が予定期間内に完了しない場合等の報告） 

第 12 条 第７条第４号の規定により知事の指示を求める場合には、事業が予定の期間内に完了し

ない理由又は事業の遂行が困難となった理由及び事業の遂行状況を記載した書類を知事に提出

しなければならない。 

 

（事業の状況報告） 

第 13 条 規則第 10 条の規定による報告は、知事が指定する期日における事業の遂行状況につい

て別記第６号様式による状況報告書を作成し、別に定める日までに知事に提出しなければなら

ない。ただし、知事が特に認める場合は、この限りでない。 

 

（実績報告書） 

第 14 条 規則第 12 条の規定による実績報告書及び添付書類は、別記第７号様式のとおりとし、

事業の完了した日から起算して１か月を経過した日又は補助金の交付決定を受けた日の属する

年度の翌年度の４月 10 日のいずれか早い期日までに提出するものとする。ただし、知事が特に

必要があり、かつ、予算の執行上支障がないと認めるときは、この期日を繰り下げることがあ

る。 

２ 前項の実績報告を行うにあたって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額が明らかな場合には、当該消費税仕入控除税額を減額して報告しなければならない。なお、

実績報告時に当該消費税仕入控除税額が確定していない場合にあっては、確定後、別記第８号

様式により速やかに知事に報告しなければならない。 

 

（補助金の支払い） 

第 15 条 補助金は、規則第 13 条の規定により交付すべき補助金の額を確定したのち、支払うも

のとする。 

 

（取得財産の処分の制限） 

第 16 条 規則第 19 条第４号及び第５号に規定する知事が定める財産は、間接補助事業者が間接

補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が 50 万円以上の機械器具等とする。 

２ 規則第 19 条ただし書に規定する知事が定める期間は、次のとおりとする。 

（１） （２）及び（３）以外のものにあっては、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める耐用年数 

（２） 賃貸借契約を締結した施設又は機械器具等に係る財産（付属する財産を含む。）にあっ

ては、当該契約（交付申請書又は実績報告書に添付したものに限る。）に定められた期間 

（３） 施設の改修に係る財産にあっては、改修が完了した日から起算して５年間とする。 

３ 第７条第６号の規定による知事の承認を受けようとする場合には、別記第９号様式による処

分承認申請書を知事に提出しなければならない。 

 

（間接補助金の交付の決定をする場合に付すべき条件） 

第 17 条 市町村長は、間接補助事業者に補助金を交付するときは、次の各号に掲げる条件を付さ

なければならない。 



 

（１） 第７条から第 16 条までに定めるところ、並びに規則第 15 条から規則第 17 条まで及び

規則第 19 条の定めるところに準ずること。 

（２） 間接補助事業者は、この要綱の定めるところにより処分を制限された取得財産につい

ては、間接補助事業が完了した後も善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、

間接補助金の目的に従ってその効率的運用を図らなければならないこと。 

 

（提出書類の部数） 

第 18 条 この要綱に定める申請書等の提出部数は、１部とする。ただし、知事が別に指示した場

合はこの限りでない。 

 

（補助事業に係る事後の報告） 

第 19 条 市町村長は、補助事業完了後の事業の実施状況等を、補助事業を実施した翌年度から３

年間、別記様式第 10 号による補助事業後状況報告書により、毎年度末の翌月 30 日までに提出

しなければならない。ただし、知事が特に認める場合はこの限りでない。 

２ 知事は、前項の規定により提出があった事業の実施状況について、必要に応じ市町村長に対

し助言等を行うことができる。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 26 年５月２日から実施する。 

附 則 

 改正後の要綱は、平成 29 年５月 24 日から実施する。 

附 則 

 改正後の要綱は、令和３年４月１日から実施する。 

 



 

別表１ 

 事業の内容 

買い物利便性の低い地域における買い物環境の向上のために行う事業であって、次の事業区

分に該当するもの。 

（１）移動販売事業 

（２）宅配・ご用聞き事業 

（３）移動手段の提供事業 

（４）店舗設置事業 

（５）その他、買い物環境の向上に繋がる事業 

 

 

 

別表２ 

経費の区分 

事業区分 
対象経費区分 

目 節 

（１）移動販売事業 

（２）宅配・ご用聞き事業 

（３）移動手段の提供事業 

（４）店舗設置事業 

（５）その他、買い物環境の

向上に繋がる事業 

事業経費 車両購入費・改造費（※注）、施設や設備等の建設又

は取得に要する経費（土地の取得・使用・造成・補償

に要する経費は除く。）、電子機器等購入費（パーソナ

ル・コンピューターや持ち運び可能な汎用品を除

く。）、電子システム開発費、店舗等賃借料、内装・設

備・施工工事費、通信運搬費、雑役務費、無体財産購

入費、プロバイダ契約料・使用料、回線使用料、広報

費、イベント費、借料・損料、備品費、消耗品費、委

託費、印刷製本費、光熱水費、その他事業の実施に必

要な経費 

※注 以下の条件を全て満たす場合は、既存車両の更新経費も補助対象とする。ただし、更新経費へ

の補助は１事業主体１回限りとする。 

  ・車両の使用期間が７年以上経過していること。 

   （故障・災害など事業主体の責めに帰することができない場合は７年未満でも可） 

  ・現状の経営状況では車両の更新が困難であること。 

  ・車両更新に併せて経営改善を行い、買い物支援事業の収益向上が図られること。 



第１号様式 

番     号 

年  月  日 

新潟県知事     様 

市町村長       

 

 年度買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交付申請書 

 

年度買い物利便性向上ビジネス支援事業を下記のとおり実施したいので、新潟県補助金等交

付規則第３条の規定により、補助金の交付を申請します。 

 

記 

１ 間接補助事業者の名称 

   

２ 補助金交付申請額      金            円 

 

３ 補助事業に要する経費及び補助金所要額  

補助事業に要する経費    金            円 

県補助金所要額       金            円（千円未満の端数切り捨て） 

 

４ 補助事業の内容 

 （１）移動販売事業 

 （２）宅配・ご用聞き事業 

 （３）移動手段の提供事業 

 （４）店舗設置事業 

 （５）その他、買い物環境の向上に繋がる事業（              ） 

  別紙１「事業計画書」のとおり 

 

５ 補助事業に要する経費の配分 

  別紙２「経費の配分」のとおり 

 

６ 補助事業完了予定期日 

   

７ 消費税仕入控除税額の取扱い 

  ア 間接補助事業者が課税業者であり、かつ、消費税仕入控除税額が確定しており、交付申請額は

当該補助金に係る消費税仕入控除税額を減額した。 

    （積算）補助金所要額               円 （A） 

        消費税仕入控除税額            円 （B） 

        補助金申請額               円 （A－B） 

  イ 間接補助事業者が課税業者となっていないので交付申請額には当該補助金に係る消費税仕入控

除税額は減額していない。 

  ウ 消費税仕入控除税額が確定していないので、交付申請額から当該補助金に係る消費税仕入控除

税額は減額していない。 

  （注）ア、イ、ウのいずれかに○を付け、アの場合には積算を記入し、積算資料を添付すること。 

 



８ 添付書類 

（１） 申請市町村の今年度の予算書抄本 

（２） 間接補助事業者の定款、登記事項証明書、構成員名簿等 

（３） 補助対象経費に係る積算明細書 

（４） 工事、車両等見積内訳書 

（５） 賃借する施設がある場合は、賃貸借契約書の写し 

（６） 事業の収支見込（予算）書 

（７） 事業実施地域位置図 

（８） その他必要と認められる書類 

 



第２号様式 

番     号 

年  月  日 

 

市町村長        様 

 

新潟県知事           

 

  年度買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交付決定通知書 

 

年 月 日付け  第  号で交付申請のあった標記の補助金について、下記のとおり交付

することに決定したので、新潟県買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交付要綱第６条に基づき

通知します。 

 

記 

 

 １ 補助事業に要する経費及び補助金交付決定額 

補助事業に要する経費    金            円 

補助金交付決定額      金            円（千円未満の端数切り捨て） 

 

２ 補助金交付の条件 

（１）補助事業に要する経費の配分及び配分された経費に対応する補助金の額の区分は、申請書記載

のとおりとする。 

（２）新潟県買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交付要綱第７条に定めるところによる。 

（３）ア 新潟県買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交付要綱第 13 条に基づき、別記第６号

様式により、 月末現在の状況を 月 日までに報告すること。 

    イ ただし、新潟県買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交付要綱第 13 条の規定による

報告は不要とする。 

※ ア又はイのいずれかを記載する。 

 



第３号様式 

番     号 

年  月  日 

 

 

新潟県知事     様 

 

 

市町村長       

 

 

  年度買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金に係る 

補助事業の申請取下げ書 

 

 

年 月 日付け  第  号で交付申請を行った標記の補助金について、   年 月 日

付け  第  号で補助金の交付決定通知を受けたところですが、下記の理由で申請を取り下げたいの

で、新潟県買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交付要綱第８条の規定により取下げ書を提出し

ます。 

 

 

記 

 

 

１ 交付決定額         金            円 

 

２ 取り下げ理由 

 

 

 



第４号様式 

番     号 

年  月  日 

 

新潟県知事     様 

 

市町村長       

 

 

 

  年度買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金変更承認申請書 

 

年 月 日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった買い物利便性向上ビジネス支

援事業を下記のとおり変更したいので、新潟県買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交付要綱第

９条の規定により申請します。 

 

記 

 

 １ 変更の内容 

 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

 

 ３ 補助事業に要する経費及び補助金の変更額 

変   更   前 変   更   後 

補助事業に要する経費 補 助 金 額 補助事業に要する経費 補 助 金 額 

    

 

４ 変更事業計画書（別紙のとおり） 

 

 

 ５ 補助事業完了予定期日 

          変更前        年   月   日 

          変更後        年   月   日 

 

（注）別紙は、別記第１号様式の別紙に準じて作成するものとし、変更しようとする内容が明らかに

なるよう、既申請分と変更申請分の内容を併記すること。 

 



第５号様式 

番     号 

年  月  日 

 

 

新潟県知事     様 

 

 

市町村長       

 

 

 

   年度買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金中止（廃止）承認申請書 

 

 

年 月 日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった買い物利便性向上ビジネス支

援事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、新潟県買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交

付要綱第 11 条の規定により申請します。 

 

 

記 

 

 １ 中止の期間 

 

 

２ 中止（廃止）の理由 

 



第６号様式 

番     号 

年  月  日 

 

 

新潟県知事     様 

 

 

市町村長       

 

 

  年度買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金遂行状況報告書 

 

 

年 月 日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった買い物利便性向上ビジネス支

援事業の遂行状況について、新潟県買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交付要綱第 13 条の規定

により下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 １ 事業の進捗状況 

 

２ 事業費の支払状況（支払先、金額、支払日、使途（経費区分）を明記すること） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７号様式 

番     号 

年  月  日 

新潟県知事     様 

 

市町村長       

 

 

 年度買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金実績報告書 

 

年 月 日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった買い物利便性向上ビジネス支援

事業が完了したので新潟県補助金等交付規則第 12 条の規定により下記のとおり報告します。 

記 

１ 事業実績 

    別紙１「事業実績報告書」別紙２「経費の配分」のとおり 

 ２ 補助金の額   

      金            円（千円未満の端数は切り捨て） 

 ３ 消費税仕入控除税額の取扱い 

  ア 交付申請時に消費税仕入控除税額を減額して交付申請を行った。 

  イ 間接補助事業者が課税業者となっていない又は消費税仕入控除税額が確定していないので、実績

額から当該補助金に係る消費税仕入控除税額は減額していない。 

  ウ 実績報告時に消費税仕入控除税額が確定したので、実績額から消費税仕入控除税額を減額した。 

 （注）ア、イ、ウのいずれかに○を付け、ウの場合には積算を記入し、消費税積算表（別紙３）又は積

算根拠となる資料を添付すること。 

   （積算）補助金所要額                   円 （A） 

       消費税仕入控除税額                円 （B） 

       補助金申請額                   円 （A－Ｂ） 

４ 添付書類 

（１）市町村の決算見込み抄本 

（２）間接補助事業者の決算見込書 

（３）市町村による検査調書 

（４）事業写真 

（５）施設整備を行った場合は、竣工図面 

（６）契約書（工事請負契約、委託契約、賃貸借契約、その他の契約）の写し 

（７）領収証（支払い未了の場合は、請求書又は後日領収証を提出することを証する書類）等補助対象

経費に係る支払記録の写し 

（８）その他必要と認められる書類 

 



別紙３ 

 年度買い物利便性向上ビジネス支援事業消費税積算表 

単位：円 

契約年月日 契  約  先 

契 約 額 

 

（ A ） 

消 費 税 額 

 

（ B ） 

仕入控除税額 

 

（ C ） 

備  考 

・ ・ 

     

・ ・ 

     

・ ・ 

     

・ ・ 

     

・ ・ 

     

合 計 

     

 

（注）「表中（A）」・・・契約書の契約金額を記入すること。 

    「表中（B）」・・・契約書中の消費税額を記入すること。（消費税額が明記されていない場合

は、契約金額に 10/108 を乗じた額を記入すること。円未満切上げ。）  

    「表中（C）」・・・消費税申告の際に仕入控除税額として計上する額を記入すること。一般的

には契約金額に 10/108 を乗じた額となるが、消費税額の値引き等により

消費税の仕入控除税額と実際の支払い消費税額が異なる場合があるので

留意すること。（円未満切上げ。） 

 

 



第８号様式 

番     号 

年  月  日 

 

新潟県知事     様 

 

 

市町村長       

 

 

 

年度買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金に係る 

消費税額の額の確定に伴う報告書 

 

 

年 月 日付け  第  号で額の確定通知のあった買い物利便性向上ビジネス支援事業に

係る消費税法上の消費税額が確定したので、新潟県買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交付要

綱第 14 条第２項の規定に基づき下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

１ 補助金額（県知事が確定通知書により通知した額）              円 

 

２ 補助金の確定時における消費税仕入控除税額                 円 

 

３ 消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税仕入控除税額            円 

 

４ 補助金返還相当額（３－２）                        円 

 

（注）１．別紙として積算の内訳を添付すること。 

   ２．課税業者の場合であっても、単純に補助金の 10％相当額が消費税仕入控除による減額の対

象額ではない。 

 

 



第９号様式 

番     号 

年  月  日 

 

 

新潟県知事     様 

 

 

市町村長       

 

 

 

 年度買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金に係る 

取得財産の処分承認申請書 

 

 

年 月 日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった買い物利便性向上ビジネス支

援事業により取得した財産を下記のとおり処分したいので、新潟県買い物利便性向上ビジネス支援事業

費補助金交付要綱第 16 条第３項の規定により承認を申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 取得効用増加財産の品目及び取得効用増加年月日 

 

２ 取得効用増加価格及び時価 

 

３ 処分の方法 

 

４ 処分の理由 

 

 



第 10 号様式 

番     号 

年  月  日 

新潟県知事     様 

 

市町村長       

 

    年度買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金の補助事業後状況報告書 

 

年度に実施した標記の補助事業について、買い物利便性向上ビジネス支援事業費補助金交付

要綱第 19 条の規定により、補助事業後の実施状況等について下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助事業の概要 

・実施年度 

・間接補助事業者名 

・事業区分（別表１の区分により記入） 

・事業内容（簡潔に） 

 

 

 

 

 

２ 補助事業を行った後の事業の状況等 

（別紙事業実施後状況報告書のとおり） 

 

 


